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避難や災害の情報を携帯電話に電子メールでお届けします。避難所などもご確認いただけます。
http://www.anshin-bousai.net/nabari/に接続すると登録できます。〈右記QRコードでも接続可〉

4 月から、介護保険料の基準月額が変わります
3年ごとの介護保険事業計画の見直しに伴い、

所得段階 対　　象　　者 保険料年額（概算月額）

生活保護受給者、世帯全員が市民税非課税の人
（老齢福祉年金受給者、合計所得金額＋課税年金収入
額が80万円以下）

世帯全員が市民税非課税の人（合計所得金額
＋課税年金収入額が80万円超120万円以下）

世帯全員が市民税非課税の人（第1・2段階
に該当しない人）

世帯に市民税課税の人がいて、本人が市民税非課税
の人（合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下）

世帯に市民税課税の人がいて、本人が市民
税非課税の人（第4段階に該当しない人）

市民税本人課税の人（合計所得金額が125
万円未満）

市民税本人課税の人（合計所得金額が125
万円以上190万円未満）

市民税本人課税の人（合計所得金額が190
万円以上290万円未満）

市民税本人課税の人（合計所得金額が290
万円以上400万円未満）

市民税本人課税の人（合計所得金額が400
万円以上600万円未満）

市民税本人課税の人（合計所得金額が600万円以上）

31,320円 （２，610円）

41,760円 （３，４８０円）

45,240円 （3,770円）

62,640円 （5,220円）

６9，６００円 （５，8００円）

83,520円 （6,960円）

９０，４８0円 （7,540円）

111,360円 （9,280円）

118,320円 （9,860円）

128,760円 （10,730円）

139,200円 （11,600円）

第 1段階

第 2段階

第 3段階

第 4段階

第 6段階

第 7段階

第 8段階

第 9段階

第10段階

第11段階

平成27年度 29年度の第1号被保険者（65歳以上の人）の保険料

第 5段階
（基準額）

平表1

現状

推計

26
27
28
29

２１，470人
２１，９７４人
２２，５５７人
２３，１４０人

3,561人
3,671人
3,628人
3,754人

16.6％
16.7％
16.1％
16.2％

年度 第1号被保険者
（65歳以上）人口

要介護認定
者数 認定率

※平成26年度は10月末現在

平成27年度 平成28年度 平成29年度

59億3,772万円介護サービス
費用見込額

64億4,205万円 70億8,383万円

65歳以上の普通徴収の人に、
納入通知書を4月中旬に送付します　
　　65 歳以上の普通徴収の人に、平成 27 年
度の介護保険料納入通知書を 4月中旬に送
付します。ただし、保険料額は、平成 26年
中の所得が確定していないため、平成 25年
中の所得をもとに仮計算しています。7月中
旬には、平成 26年中の所得をもとに確定し
た介護保険料納入通知書を送付します。

※特別徴収の人には、平成 26年 7月、また
は、平成 27年 2月に通知していますので、
今回は通知書を送付しません。

■ 介護保険料の納付方法
○特別徴収〔年金からの天引きによる納付〕　
　老齢・退職・障害・遺族年金を年額 18万円
以上（月額 1万 5,000 円以上）受給してい
る人が対象です。

※平成 27年 4月 1日以降に 65歳になった人
や名張市に転入した人で、特別徴収の対象
となる人でも、一定期間は普通徴収になり
ます。切り替え時に「特別徴収開始通知書」
でお知らせします。

○普通徴収〔納付書または口座振替での納付〕
　老齢・退職・障害・遺族年金の年額が 18
万円未満の人が対象です。
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■ 保険料はきちんと納めましょう
○納期限までに納めないと、督促手数料・延
滞金が加算されます。

○滞納が続くと、介護サービスを受けるときに、
いったん費用を全額自己負担していただき、
後日申請により払い戻しを受ける償還払い
になります。償還払いの差し止めや、通常1
割の自己負担が3割になる場合もあります。

■ 保険料の減免
　災害（震災、風水害、火災）などの事情で
保険料の納付が困難な人は、保険料の徴収猶
予や減免の措置を受けられる場合があります
ので、高齢・障害支援室へご相談ください。

 高齢・障害支援室　  63‐7599

介護保険料の納付のお知らせ

表3／介護事業費などの見込み　表2／市の高齢者人口と要介護認定者数

表 1／平成 27年度～ 29年度　第 1号被保険者（65歳以上の人）の保険料

　

介
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ま
た
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介
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さ
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。
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介
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齢
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。

事業計画期間（3年間）における介護事業・サービス費用は
総額 194億 6,360 万円になる見込みです。

※万円未満四捨五入

人口動態職業・産業調査にご協力を　　調査期間　平成 28年 3月 31日まで　　調査対象者　出生、死亡、死産、婚姻および離婚の届出をされる人
　調査方法　届出のときに届出書に職業・産業の該当する番号をｺﾞ記入ください。　　　　　　  総合窓口センター　  63‐7440


